
令和７年１０月２３日提出 

諫早市農地等利用最適化推進施策の改善に関する意見書の提出 

標記について、次のとおりお知らせします。 

日 時 令和７年１０月２９日（水） １５時００分～１５時３０分 

場 所 諫早市役所 本館４階 特別応接室 

内 容  農業委員会等に関する法律第３８条第１項の規定に基づき、「農地等利用最適化推

進施策の改善に関する意見書」を副市長に提出します。 

この意見書は、地域の農業者が抱える課題や要望等について、農業委員会活動を

通じて得られた知見に基づき、必要があると認めるときは、関係行政機関に対し提出

しなければならないとされており、農業委員会組織が新体制に移行した平成２９年度

から毎年、市へ提出しています。 

問い合わせ先 

諫早市農業委員会事務局  担当：嶋田 

電話番号：0957-22-1500（内線２２６０） 

E-mail：nogyocom@city.isahaya.nagasaki.jp 

担当課 同上 

備 考 

（記事解禁日等） 
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≪詳細資料≫ 

「農地等利用最適化推進施策の改善に関する意見書」の概要 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．担い手への農地利用の集積・集約化

の推進について 

〇地域計画の実現と、農地の一層の集積

及び集約化に向けたブラッシュアップと

いう新たな課題に的確に対応していくた

めの支援を要望。 

〇作業効率を改善する農機具の導入やリ

ース費用への補助及び労力軽減のための

園内道や作業道等への整備に対し、引き

続き支援と拡充を要望。 

〇人手不足により共用の水路などの管理

が十分に行えないことから、かんがい施

設の整備や防草対策への支援を要望。 

〇スマート農業の導入を一層推進すると

ともに国・県へ補助事業の働きかけを要

望。 

２．遊休農地の発生防止と解消に関す

る施策の推進について 

〇遊休農地の解消を積極的に推進する

ため、遊休農地解消緊急対策事業の交

付単価増額を国・県に対する働きかけを

要望。 

〇日本型直接支払制度は、農地の保全

管理や遊休農地解消など農村の集落機

能の維持・発展には有効であることか

ら、交付単価のさらなる充実を図るな

ど、所要の直しを行うよう国・県に対す

る働きかけを要望。 

〇基盤整備事業は遊休農地解消に大変

効果的な対策であるが、事業採択のハ

ードルが高いことから、要件の緩和につ

いて要望。 

３．新規参入等に関する施策の推進に

ついて 

〇新規就農者の確保・育成のために、研修

施設等の整備（トレーニングファーム）や、

一定期間新規就農者が生活できる住居の

提供などの支援を要望。 

〇農業機械や施設の導入、種苗や資材購

入、初期投資に対する本市独自の支援制

度の拡充を図るほか、親元就農者への支

援についても、引き続き国・県へ補助事業

拡充の働きかけを要望。 

〇就農後の状況調査の継続並びに新規就

農者の情報提供を要望。 

 

 

４．その他 

（１）有害鳥獣等の対策について 

〇農業用水路などでイノシシによる土砂

等の堆積、破損等が頻発していることか

ら、用水路等の改修、補修材料等への支

援を要望。 

〇電気柵等の出入口部分が脆弱である

ため、補強する資材等も補助対象に含

めるよう要望。 

〇諫早湾干拓の干陸地の雑木等の伐採

など適切な管理を引き続き国や県へ働

きかけるよう要望。 

〇カラスやスクミリンゴガイによる被害

が継続しているため、駆除や捕獲に対す

る支援を要望。 

４．その他 

（２）農業経営の安定化に対する支援につ

いて 

〇国際紛争等による不安定な情勢が長期

化により、肥料や農業用機械、燃油など農

業に必要な資材価格の高騰が想定される

ことから、高騰分への十分な補助金等の

支援策など引き続き国・県に対する働き

かけを要望。 

〇国は米の増産の方針を表明している

が、いつまた生産調整に切り替わるか不

透明であり、生産者の先行きの不安は解

消されていないことから、農作物の価格

安定対策について、国の施策へ反映され

るよう働きかけを要望。 
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